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風力発電の事業性向上のため，風車への落雷を正確に捕捉できる装置の普及が求められるようになり，改定中の JIS 
C 1400-24：2022（近日発行予定）において，附属書として落雷検出装置の要求性能が規定されようとしている。同
規格の要求性能を満たす新たな雷電流計測装置（2022 年 3 月リリース）の仕様と，JEM（JIS で規定される性能の型
式試験方法に関する規格）にもとづく電流計測性能の検証結果について紹介する。

1	 はじめに
風力発電設備の導入に伴い，世界的にも特異に「エネ

ルギー（電荷量 
注 1））が大きい」日本海沿岸の冬季雷に

よる，風車のブレード損傷，飛散等の雷被害が多発して
いる  （1）。これを受け，経済産業省では 2015 年に，落
雷検出装置の設置を含めた風力発電設備の雷被害再発防
止対策を掲げた 

（2）。
東光高岳では，落雷の検知と外部への通知『風力発電

設備と連携して運転を停止 （2）』，電荷量の計測『耐雷設
計の妥当性を把握 （2）』といった，風力発電設備の雷被
害再発防止対策に必要な機能を有する雷電流計測装置を
開発・改良し （3） ,（4），これまでに日本海沿岸の冬季雷地
域を中心として全国に約 800 台納入している。

さらに，風力発電の安全性，保安性向上のため，風車
への落雷を正確に捕捉できる装置の普及が求められるよ
うになり，改定中の JIS C 1400-24：2022（近日発行
予定）において，附属書として落雷検出装置の要求性能
が規定されようとしている （5） ,（6） ,（7） ,（8） ,（9）。

本稿では，本年 3 月に新製品としてリリースした雷
電流計測装置（以下，本装置）の仕様と，JEM（JIS で
規定される性能の型式試験方法に関する規格）にもとづ
く電流計測性能の検証結果について紹介する。

2	 新JIS 要求性能と雷電流計測装置の仕様
（1）新 JIS 要求性能

JIS C 1400-24：2022 の附属書にて規定予定の要求
性能のうち，電流計測性能に関する項目を表 1に示
す （7） ,（9）。
（2）雷電流計測装置の仕様
表1に対応する本装置の計測仕様を表2に示す。す

べての項目において，表1に示す JIS C 1400-24：2022
にて規定予定の要求性能を満足している。なお，計測精
度は表1にもとづき製造業者である東光高岳が設定した。

また，本装置において追加・向上した仕様を表3に
赤字にて示す。

風力発電設備用雷電流計測装置の
新JIS/JEM規格対応と電流計測性能技術紹介

表1　JIS C 1400-24：2022 要求性能（電流計測性能）

項目 内容

1 電流検出周波数帯域
（− 3 dB～+3 dB）

クラス I（設置可能地域：日
本全国）：0.1 Hz～100 kHz

2 最大測定電流値 100 kA 以上

3 最小検出電流値
（トリガ電流値）

最大測定電流値の 1％または
2 kA の小さい値以下

4 最大測定電荷量値 600 C 以上

5 最小検出電荷量値 1 C 以下

6 検出精度 製造業者が指定

7 観測時間 0.5 s 以上

表2　雷電流計測装置の計測仕様

項目 内容

1 周波数帯域（− 3 dB） 0.1 Hz～300 kHz

2 最大計測電流
100 kA，200 kA
（計測可能電流値 ＝ 最大計測
電流 × 1.2）

3 トリガレベル 最大計測電流 × 1％

4
電荷量演算範囲

0 C～9,999 C

5 （分解能：1 C）

6

電流波高値計測精度 10 kA 以上：± 10％以内
10 kA 未満：± 1 kA 以内

電荷量計測精度
10 C 以上：± 15％以内
10 C 未満：± 2 C 以内
（精度範囲：1,000 C 以下）

7 計測時間 1 s

表3　雷電流計測装置の新規仕様

項目 内容

計測データ
電流波高値（正負），電荷量，
比エネルギー 注 2）（0.0 MJ/Ω
～99.9 MJ/Ω），トリガ時刻

電荷量演算サンプリング 10 μs
（比エネルギーも同様）

遠隔データ収集機能 Web サーバ，
Modbus/TCP（スレーブ）
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3	 新 JEM型式試験の条件
JEM で規定予定の型式試験のうち，電流計測性能に

関する条件 （8）  ,（9）を以下に示す。
（1） 電流検出周波数帯域試験
 ・ 試験波形：正弦波または正弦波減衰振動波
 ・ 試験方法：�試験電流を電流センサに鎖交�  

落雷検出装置のセンサ出力信号を測定
（2） 電流値検出試験
 ・ 試験波形：10/350 電流インパルス（正極性，負極性）
　規約波頭長：�10 μs，規約波尾長：350 μs�  

（最大測定電流値以外：100 μs 以上）
・試験電流値�（許容差 ±10％）：最大測定電流値，最大

測定電流値 × 0.5，最小検出電流値（トリ
ガ電流値）

（3） 電荷量値検出試験
 ・ 試験波形：�長時間雷撃電流波形，短時間電撃電流波形

（出典：JIS Z 9290-1）
 ・ 試験電荷量値�（許容差 ±20％）：最大測定電荷量値，

最大測定電荷量値 × 0.5，最小検出電荷
量値

4	 電流計測性能試験方法
（1） 電流検出周波数帯域試験
図1に電流検出周波数帯域試験の回路を示す。
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図1　電流検出周波数帯域試験回路

信号源として交流電源（信号発生器＋バイポーラ電
源：20 kHz 以下／高周波増幅器：20 kHz 以上）を使
用し，印加線をロゴウスキーコイルに周回，ロゴウス
キーコイルも印加線に周回することにより，正弦波（連
続波，数百 Ap-p 相当）を印加し，印加線の電流波形と
センサ I/F 部の出力電圧波形の，おのおのから読取って
換算した電流波高値を比較した。
（2） 電流値検出試験
図2に電流値検出試験の回路を示す。
信号源として 10/350 μs インパルス電流発生器（（株）

昭電のテクノセンタ（以下，テクノセンタ）内に配備）

を使用し，ロゴウスキーコイルを印加線に 2 周回する
ことにより，200 kA 相当までを印加して，印加線の電
流波形から読取って換算した電流波高値と本装置の記録
値を比較した。

なお，最小検出電流値（トリガ電流値＝トリガレベ
ル）においては，10/200 μs インパルス電流発生器（テ
クノセンタ内に配備）を使用した（ロゴウスキーコイル
は印加線に 1 周回）。
（3） 電荷量値検出試験
図3に電荷量値検出試験の回路を示す。
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図3　電荷量値検出試験回路

信号源として交流電源（信号発生器＋バイポーラ電
源）を使用し，印加線をロゴウスキーコイルに 500 周
回（最小検出電荷量値においては 10 周回），ロゴウス
キーコイルも印加線に 10 周回することにより，試験電
荷量値を有する長時間雷撃電流波形，短時間電撃電流波
形を印加して，印加線の電流波形から換算して算出した
電荷量と本装置の記録値を比較した。
（4） 雷電流計測装置の電流波高値計測性能試験

JEM 型式試験方法とは別に，本装置としての電流波高
値計測性能試験（周波数特性，入出力特性） （3）も実施した。

100 Hz 以下（図 3：電荷量値検出試験回路と同一）
では，信号源として交流電源（信号発生器＋バイポーラ
電源）を使用し，印加線をロゴウスキーコイルに 500
周回，ロゴウスキーコイルも印加線に 10 周回すること
により，電流波高値 10 kA 相当の正弦波（連続波）を
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図2　電流値検出試験回路
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印加している。
100 Hz 以上（図4）では，信号源としてインパルス

発生器を使用し，印加線をロゴウスキーコイルに 20 周
回，ロゴウスキーコイルも印加線に 2 周回することに
より 200 kA 相当までのインパルス波または減衰振動波
を印加している。周波数は，印加電流波形の波頭長を
1/4 周期として換算している（例：波頭長 2 μs →周波数
125 kHz）。

オシロスコープ

CT

印加線

計測装置本体

ロゴウスキーコイル

接地線

充電

電圧

C L R

図4　試験回路：インパルス発生器（100 Hz～）

印加線の電流波形から読取って換算した電流波高値と
本装置の記録値を比較した。

5	 電流計測性能測定結果
電流計測性能の測定結果は，印加値に対する測定値の

比誤差で評価した。
試験対象の本装置は，最大計測電流が 100 kA と

200 kA の 2 台で，ロゴウスキーコイルはコイル長
16 m（風車タワー外径：約 5 m 相当）である。
（1） 電流検出周波数帯域試験
図5に，センサ I/F 部の計測性能としての周波数帯

域の測定結果を示す。

本装置の周波数帯域における低周波数端 0.1 Hz と
高周波数端 300 kHz は− 3 dB 以上であり，1 Hz から
100 kHz まではほぼ平坦な特性になっている。

また，シミュレーション結果とも一致しており，設計
どおりの動作となっていることも確認できる。
（2） 電流値検出試験
表4に，電流波高値の測定結果を示す。
最小検出電流値（トリガ電流値＝トリガレベル：

1 kA，2 kA）では ±10％を超過する場合もあるが，計
測精度 ±1 kA 以内（10 kA 未満）になっている。

表4　電流値検出試験結果

最大計測
電流

印加
電流

正極性 負極性

比誤差 電流差 比誤差 電流差

100 kA

1 kA 7％ 0.1 kA 3％ 0.0 kA

50 kA 3％ ─ 3％ ─

100 kA 6％ ─ 3％ ─

200 kA

2 kA − 11％ − 0.3 kA − 7％ − 0.2 kA

100 kA − 2％ ─ − 4％ ─

200 kA − 3％ ─ − 4％ ─

（3） 電荷量値検出試験
表5に，電荷量の測定結果を示す。
計測精度 ±15％以内になっている。
試験電荷量値は，精度範囲「1,000 C 以下」にもとづ

き，以下のとおりとした。
・最大測定電荷量値：1,000 C
・最大測定電荷量値 × 0.5：500 C
・最小検出電荷量値：1 C
なお，（2）で 10/350 μs インパルス電流を印加した

場合の電荷量も記載した。

表5　電荷量値検出試験結果

最大計測電流 印加電荷量 比誤差 電荷量差

100 kA

1 C − 1％ 0.0 C

20 C 1％ ─

45 C 5％ ─

500 C − 6％ ─

1,000 C − 9％ ─

200 kA

1 C − 7％ − 0.1 C

45 C − 4％ ─

90 C − 5％ ─

500 C − 9％ ─

1,000 C − 10％ ─
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図5　電流検出周波数帯域試験結果
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（4） 雷電流計測装置の電流波高値計測性能試験
図6に，入出力特性の測定結果を示す。
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図6　入出力特性測定結果

電流値に対して分解能（0.1 kA）が粗くなる 5 kA 以
下では比誤差が大きくなっているが，200 kA まで ±
10％以内であることが確認できる。
図7に，本装置としての周波数特性の測定結果を示

す。
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図7　周波数特性測定結果

0.5 Hz から 100 kHz まで ±10％（約 ±0.9 dB）以内で
あることが確認できる。また，JIS C 1400-24：2022 で
規定予定の要求性能を満足する周波数帯域 0.1 Hz から
300 kHz において ±3 dB 以内であることも確認できる。

6	 おわりに
本稿では，JIS C 1400-24：2022 で規定予定の要求

性能を満たす新たな雷電流計測装置（本装置）の仕様
と，規定予定の JEM にもとづく電流計測性能の検証結
果について報告した。

なお，今後は，JIS C 1400-24：2022 発行後の雷電
流計測装置の自己適合宣言 注 3）（JEM 型式試験成績書）
に向けて対応していく。
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